
平成 22 年４月 28 日 

 

証券会員制法人 札幌証券取引所による 

パブリックコメント（意見提出手続）実施について 

 

本所は、四半期決算に係る適時開示の見直し、ＩＦＲＳ任意適用を踏まえた上場制

度の整備等を行います。概要は次のとおりです。 

 

「四半期決算に係る適時開示の見直し、ＩＦＲＳ任意適用を踏まえた上場制度の整備

等について」 

（別紙参照） 

 

ご意見等は、住所・氏名・会社名等ご連絡先を明記の上、下記要領にて平成 22 年

５月 27 日（木）までに提出して下さい。 

公表資料は、本所ホームページ（http://www.sse.or.jp/）において掲載しているほか、

下記意見提出先においても配布しております。 

 

記 

 

１．意見提出期限 

平成 22 年５月 27 日（木） 

２．提出方法 

郵送、ファクシミリ 

３．宛 先 

住 所：〒060-0061 札幌市中央区南１条西５丁目 14 番地の１ 

 証券会員制法人 札 幌 証 券 取 引 所 自主規制部 

ＦＡＸ：０１１－２５１－０８４０ 

４．意見等処理方法 

平成 22 年５月 27 日（木）以降、ホームページに掲載いたします。 

 

以 上 
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四半期決算に係る適時開示の見直し、ＩＦＲＳ任意適用を踏まえた上場制度の整備等について 

 

平成２２年４月２７日 
証券会員制法人 札幌証券取引所 

 
Ⅰ 趣旨 

本所では、環境変化を踏まえた適時開示に係る制度及び実務の整備の一環として、四半期決算に係る適時開示について、効果的かつ効率的な

ディスクロージャーを実現する観点から、画一的な開示を求める枠組みを最小限にとどめ、上場会社が自らの判断に基づき、投資者ニーズに応

じた的確なディスクロージャーを柔軟に行うことができるよう、最低限の要件として本所所定の様式を定め、それ以外の部分については、上場

会社の判断に基づき開示を行うこととするなどの見直しを行います。また、本年３月期決算から国際会計基準（ＩＦＲＳ）の任意適用が認めら

れることに対応し、ＩＦＲＳを任意適用する上場会社に係る上場制度を整備します。 

さらに、上場会社のコーポレート・ガバナンス向上に向けた環境整備の一環として、支配株主による権限濫用を防止する観点から、支配株主

と重要な取引を行う場合について、一定の手続きを実施することを求めるなど、所要の制度整備を行うこととします。 

 

Ⅱ 概要 

項  目 内   容 備   考 

１．四半期決算等に

係る適時開示の見

直し 

  

（１）四半期決算に

係る開示様式の明

確化 

・上場会社は、四半期決算の内容が定まった場合の開示に

ついて、本所所定の様式により開示するものとします。 

※決算情報の開示については、共通化すべき最低限の内容とし

て決算短信等の様式を定めている実務について、その根拠

を、上場規則上、明確化する趣旨です。 

・従来のサマリー情報に相当するものを所定の様式（通期決算

に係る開示様式含む。）として定めるとともに、主要な四半

期財務諸表等の添付を要請します。その他の添付資料等につ

いては、投資者ニーズに応じた対応を促します。（別紙参照） 

・公認会計士等による財務諸表の監査又はレビューの状況を所

定の様式上に記載することを求めることとします。 

・四半期決算情報について従前示していた早期開示目標（３０

日以内）は取りやめることとします。ただし、上場会社内部

における重要情報の滞留を速やかに解消する観点から、より

早期の四半期決算情報の開示が望ましいとする要請は継続

します。 
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項  目 内   容 備   考 

   

（２）決算発表資料

の軽微な訂正に係

る取扱いの明確化 

・上場会社は、既に開示した決算内容について、当該決算

に係る法定開示書類の提出前に訂正すべき事情が生じ

た場合、投資者の投資判断上重要な訂正である場合を除

き、法定開示書類の提出後遅滞なく当該訂正の内容を開

示すれば足りるものとします。 

※従来、軽重に関らず直ちに訂正の内容の開示が必要としてき

た取扱いを見直し、実務の合理化を図る趣旨です。 

 

   

（３）決算内容に関

する補足説明資料

の公平な提供 

・上場会社は、決算内容に関する補足説明資料を作成し、

第三者にこれを提供した場合には、自社ホームページに

掲載するなどの方法により当該資料の投資者への公平

な提供に努めるものとします。 

※投資判断に有益な情報を投資者が公平に入手できる環境を

整備する趣旨です。 

・補足説明資料とは、上場会社が開催する決算説明会において

配布した資料をいいます。 

   

２．国際会計基準（Ｉ

ＦＲＳ）任意適用

会社対応 

 ・「ＩＦＲＳ」とは、連結財務諸表規則第９３条に規定する指

定国際会計基準を指します。 

・連結財務諸表非作成会社が任意で個別財務諸表をＩＦＲＳに

よって作成した場合においても以下の対応を準用します。 

（１）上場審査基準

における取扱い 

・任意適用会社に対する純資産の額及び利益の額に係る基

準については、ＩＦＲＳによって作成した連結財務諸表

に基づいて算定される純資産の額及び利益の額を基に

算出する額を用いることとします。 

・任意適用会社に対しては、ＩＦＲＳで作成した最近２年

間の連結財務諸表の提出を求めることとします。 

・「任意適用会社」とは、原則として平成２２年３月期以降、

ＩＦＲＳによって作成した連結財務諸表を添付した有価証

券報告書を提出した新規上場申請者又は上場会社を指しま

す。 

 

   

（２）適時開示にお

ける取扱い 

・任意適用会社が行う適時開示に係る軽微基準について

は、「経常利益」に係る基準は適用せず、「当期純利益」

に係る基準については「親会社の所有者に帰属する当期

利益」を用いることとします。 

 

 

・任意適用会社が行う業績予想については、売上高、営業

利益、税引き前利益、当期利益及び親会社の所有者に帰

属する当期利益についての修正を適時開示の対象とし

※ＩＦＲＳには日本基準における経常利益に相当する科目が

存在しないこと、ＩＦＲＳを導入している諸外国でも投資判

断上の観点からは、１株当たり当期利益の母数となる当期利

益について、非支配持分を控除した「親会社の所有者に帰属

する当期利益」を採用していることに対応するものです。 

 

・「包括利益」は業績予想の対象とはしないため、その修正に

ついては開示の対象とはしません。 
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項  目 内   容 備   考 

ます。 

   

（３）上場廃止基準

等における取扱い 

・任意適用会社に対する債務超過に係る上場廃止基準の適

用にあたっては、ＩＦＲＳと日本基準との会計基準上の

差異により不利益な取扱いとならないよう特例を設け

ることとします。 

 

・任意適用会社に対する不適当な合併等に係る基準の適用

については、「経常利益」の代わりに「親会社の所有者

に帰属する当期利益」を用いることとします。 

・ＩＦＲＳと日本基準の差異が資本合計に影響を与える要因の

うち、主要な項目による影響額を除外するなどの取扱いを想

定しています。 

 

 

※ＩＦＲＳには日本基準における経常利益に相当する科目が

存在しないことに対応するものです。 

   

３．コーポレート・

ガバナンス向上に

向けた環境整備 

  

（１）支配株主によ

る権限濫用を防止

するための施策の

整備 

・上場会社が支配株主と重要な取引等を行う場合は、支配

株主と利害関係のない者による、当該取引等が少数株主に

とって不利益なものでないことに関する意見の入手を行う

ものとします。 

 

・上場会社が支配株主と重要な取引等を行う場合は、必要か

つ十分な適時開示を行うものとします。 

 

・重要な取引等とは、事業の譲渡や株式交換など上場会社が適

時開示を行う必要がある事項とします。 

・例えば上場会社と兄弟会社との重要な取引など、実質的に同

様の行為についても対象とします。 

 

・入手した意見の内容のほか、対価の公正性担保措置及び利益相

反回避措置に関する事項等について、適時開示の内容に含める

ものとします。 

   

（２）議決権行使を

容易にするための

環境整備の拡充 

・上場会社は、「議決権行使を容易にするための環境整備」

として、実質的な株主による指図権の行使を容易にする

ための環境整備を行うよう努めるものとします。 

 

   

４．その他 

（１）適時開示に係

る軽微基準の連結

ベースへの見直し 

 

・上場会社が連結財務諸表提出会社である場合の適時開示

に係る軽微基準については、連結財務諸表における数値

（連結売上高等）を用いることとします。 

・インサイダー取引規制上の重要事実に該当する会社情報

 

※従来、単体ベースで定められていた適時開示に係る軽微基準

について、投資評価や企業経営が連結ベースで行われている

市場実態等を踏まえ、連結ベースに改める趣旨です。 
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項  目 内   容 備   考 

については、適時開示が必要であることを明確化しま

す。 

   

（２）適時開示に係

る宣誓書制度の見

直し 

・上場会社に提出を求めてきた「適時開示に係る宣誓書」

については、本所の定める諸規則の遵守を確認する書類

（確認書）に改めることとし、提出時期を新規上場時及

び代表者異動時に限ることとします。 

 

 

※企業行動規範など上場会社に遵守を求める規定が適時開示

以外にも増加してきたことを踏まえ、内容を整理する趣旨で

す。 

・確認書は、公衆縦覧に供さないものとします。 

・日経 300株価指数連動型上場投資信託の受益証券に関する適

時開示に係る宣誓書も同様の取扱いとします。 

・従来、宣誓書に添付していた適時開示体制概要書の内容につ

いては、コーポレート・ガバナンスに関する報告書において

記載することとします。 

   

（３）その他 ・その他所要の改正を行うものとします。  

 

 

Ⅲ 実施時期（予定） 

・平成２２年６月末を目途に実施します。 

・四半期決算に係る改正は平成２２年６月３０日以後最初に終了する四半期決算に係る適時開示から、通期決算に係る改正は平成２３年３月１

日以後最初に終了する通期決算に係る適時開示から適用するものとします。 

・任意適用会社のＩＦＲＳによって作成した連結財務諸表による新規上場申請は、平成２２年３月期を直前事業年度とするものから認めること

とします。 

以 上 
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別紙 四半期決算に係る適時開示の見直し（参考資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上場会社自らの責任で開示の有無を

判断し、四半期決算短信の添付資料

として開示するものとします。本所

は、上場会社に対し、投資者ニーズ

に応じた対応を積極的に行うことを

要請するものとします。 

添
付
資
料 

【全上場会社に一律に添付を要請する事項】 

・四半期連結貸借対照表（要約で可） 

・四半期連結損益計算書（四半期累計期間）（要約で可） 

・継続企業の前提に関する注記（該当がある場合のみ） 

・株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記（該当がある場合のみ） 

【投資者ニーズに応じた開示例として掲げる事項】 

・連結経営成績、連結財政状態、業績予想の状況に関する定性的情報 

（累計期間・会計期間問わず、投資者の投資判断に有用な説明） 

・四半期連結損益計算書（四半期会計期間） 

・四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

・セグメント情報 

・個別情報が重要な場合における個別情報 等 

 

短
信
以
外 

四
半
期
決
算 

【投資者ニーズに応じた対応例として掲げる事項】 

・決算説明会の開催など投資者への的確な説明機会を設けること 

・英文による説明の充実 等 

四
半
期
決
算
短
信 

【上場規則上最低限の要件として明確化する事項】 

サマリー情報 

（経営成績・財政状態の概況、配当・業績予想の状況） 

サ
マ
リ
ー
情
報 


